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福島市との「新たな復興創生ステージの形成に向けたまちづくりに 

関する協定書」の締結について 

 

 

福島市（市長 木幡浩）が推進する新たな復興創生ステージの形成に向け、東日本電信電話株式会社 福島支店

（支店長 山貫昭子、以下 NTT東日本）は、相互に連携・協力し、ICT環境の整備等により、活力あふれるクリエイティ

ブなまちづくりを推進することを目的に、『新たな復興創生ステージの形成に向けたまちづくりに関する協定書』を締結

いたしました。なお、概要については次のとおりです。 

 

 

１． 背景・目的 

福島市の人口は、２００１年をピークに減少の一途を辿っており、さらに、東日本大震災及び原子力災害などの影響

により、出生数の減少に加え、首都圏等への若年層の転出超過が続くなど、人口減少が一層進行することが見込ま

れます。 

また、人口減少に加え、中心市街地においては、商業施設や宿泊施設等の閉店による空洞化が進み、福島駅前の

魅力が低下しています。 

今後、福島市では、新しい復興創生ステージをつくり、人口減少社会に歯止めをかけるため、若年層の結婚促進策

に加え、魅力ある駅前再開発やチャレンジ意欲の高い起業者を支援するほか、コロナ禍における地方移転の機運を

生かして、移住希望者のライフスタイルに沿った支援やリモートワーク拠点の提供など、首都圏等から人を呼び込む取

り組みを積極的に展開していく考えです。 

ＮＴＴ東日本は、「地域とともに歩む ICT ソリューション企業」として地域のスマート化を推進し、地方自治体への地域

活性化に向けた取り組みを支援してきた中、この度、福島市のまちづくりの方向性に賛同し、当社の保有するＩＣＴ技術

や情報ネットワーク等により十分貢献することが出来ると考えたことから、「まちづくりに関する協定書」を締結すること

といたしました。今後、連携・協力を図りながら福島市の新たな復興創生ステージの形成に貢献いたします。 

 

 

２． 連携協力事項 

（１）チャレンジ意欲の高い若者、女性等が中心市街地で起業する際のサポートに関すること 

（２）多様なニーズに対応した就労及び生活体験の提供に関すること 

（３）首都圏等のベンチャー企業やクリエイティブ人材等の創業者支援による福島市への移住・二地域居住の促進 

に関すること 

（４）高齢者等へのＩＣＴ活用のサポートに関すること 

（５）シティセールスの推進による都市ブランドの向上に関すること 

（６）その他、活力あふれるまちづくりに関すること 



３． 締結日時・場所 

2021年 5月 25日（火） 10時 00分  福島市役所４階 市長応接室 

 

 

４． 両社の役割 

福島市 
・創業者支援、企業やクリエイティブな人材の誘致等に関する施策の推進。 

・都市ブランドの向上、移住・二地域居住の促進等に関する施策の推進。 

ＮＴＴ東日本 
・来訪者が柔軟に働ける ICT環境の整備。 

・就業や起業意欲の高い個人を呼び込む為の支援策の提供。 

 

 

５． 取り組みのイメージ 

別紙のとおり 

 

 

＜参考＞ 

協定締結時の模様 

 

（写真左より） NTT東日本 福島支店 山貫 昭子支店長、福島市 木幡 浩市長 

 

 

 

 

 

 



【別紙】取り組みのイメージ

地域で就労しながら、
快適なリモート環境で移住体験

福島市

移住・二地域居住促進
都市ブランド向上

起業・創業者支援／
シティセールスの推進

＜取り組みのイメージ＞

貸しスペースとして掲載

利活用要望等に応じた
ご提案

スペースICT設備コンサル

地域の仕事・就労者マッチングPF

地域の繁忙期短・中期的な求人
地域での生活を体験したい働き手

登録者180万人

スペース貸主・借主マッチングPF
(認知UP/予約/決済)

県外からの就労者
・収穫お手伝い
・ECサイトの立ち上げ
・イベント支援

地域の仕事

地域のワーケーション向け施設、
ワークスペース 等

意欲的な個人を呼び込む支援策の提供
必要なICT環境の整備

地域に根差した街づくり
働く場所の整備

新たな復興創生ステージの形成に向けたまちづくりに関する協定

■取り組みの一例

トラベル
※1

※2

〇 NTT東日本のパートナー企業と連携し、就業や起業意欲の高い個人を呼び込むことにより、地域の活性化に貢献します。
〇 今年度は、地域での生活を体験したい働き手と、求人募集したい農家や企業をマッチングするプラットフォーム「タイミートラベル※1」
を活用し、地域雇用を創出。地域での就業の傍ら、リモートワークができる場所を「スペースマーケットWORK Plus※2」を介して
紹介、同スペースに対するICT環境の整備等を実施致します。


